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平成27年度 道管理空港の空港別収支の試算結果について

平成 29年 3月 22日
北海道総合政策部
空港運営戦略推進室

１ 経 緯 等

北海道では、空港運営の透明性を確保する観点から国の空港別収支を参考にしながら、

平成22年(平成20年度決算分)から道管理空港の空港別収支(キャッシュフローベース)を

公表している。また、平成24年(平成22年度決算分)からは、①企業会計の考え方を取り

入れた空港別収支(損益)の試算と②空港整備に係る歳入や歳出等を計上した試算の結果

を公表している。

２ 空港別収支の試算

（１） 航空系事業の収支（キャッシュフローベースの収支）

（２） 航空系事業の損益（企業会計の考え方を取り入れた収支）

（３） 非航空系事業の損益等

（４） ＜参考データ＞航空系事業の EBITDA試算値

３ 空港別収支の算出方法
いずれも一定の前提に基づいて収入・費用按分等の方法により算出していること、また厳密

な企業会計の基準に基づくものではないことから、試算の位置づけとなる。

（１）について
道一般会計歳入歳出決算から道管理空港の維持運営・整備に係るものを抽出し、現金

出納による収支（キャッシュフローベース）を把握。
企業会計における「キャッシュフロー計算書」とは異なる。

キャッシュフローベースの
空港別収支

（２）について
道一般会計歳入歳出決算から道管理空港の維持運営・整備に係るものを抽出するとと

もに公有財産台帳を照合するなどし、企業会計の考え方を取り入れた計算を行い収支等を
把握（損益計算書及び貸借対照表の内容に準じるもの）。

企業会計の考え方を取り入れた
空港別収支（損益等）

（３）について
空港ビル会社など空港関連事業者が行っている事業（非航空系事業）に関する決算

数値等に基づき作成。

（４）について
（２）の試算により、作成に必要なデータが得られることから、航空系事業について参考デ
ータとして EBITDAを試算。

道の一般会計歳入歳出決算(現金出納)
をベースに空港別に収支を把握
決算作成資料、各種支出証拠書類、給与

支給明細書などを活用

道の一般会計歳入歳出決算に加え、公
有財産台帳をもとに企業会計の考え方を
取り入れた計算を行い、空港別に収支等
を把握
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４ 平成27年度試算の概況
（１） 航空系事業の収支（キャッシュフローベースの収支） （単位：百万円）

科 目 合 計
女満別 中標津 紋別 奥尻 利尻 礼文

歳 入 １，７００ 1,120 279 43 18 240 -

歳 出 ２，７６０ 1,335 516 312 113 479 5

歳入歳出差額 ▲１，０６０ ▲215 ▲237 ▲269 ▲95 ▲239 ▲5

（２） 航空系事業の損益（企業会計の考え方を取り入れた収支） （単位：百万円）

科 目 合 計
女満別 中標津 紋別 奥尻 利尻 礼文

営業収益 ４２０ 307 55 34 8 16 -

営業費用 ２，３７６ 1,137 396 343 164 330 6

営業損益 ▲１，９５６ ▲830 ▲341 ▲309 ▲156 ▲314 ▲6

営業外収益 ４３ 32 9 1 0 1 -

営業外費用 ２７ 17 8 1 0 1 -

経常損益 ▲１，９４０ ▲815 ▲340 ▲309 ▲156 ▲314 ▲6

（３） 非航空系事業の損益等
① 空港ビル会社の損益 （単位：百万円）

科 目 合 計
女満別 中標津 紋別 奥尻 利尻 礼文

営業損益 １３８ 73 40 25 － － －

経常損益 １３８ 74 39 25 － － －

※ 奥尻、利尻、礼文の各空港には空港ビル会社は存在しない。

② 駐車場事業（有料）の収支 （単位：百万円）

科 目 合 計
女満別 中標津 紋別 奥尻 利尻 礼文

収支 ５ 5 － － － － －

※ 女満別空港以外は有料駐車場事業は実施していない。

※ 女満別空港については、受託事業者が実施している。

（４） ＜参考データ＞航空系事業の EBITDA試算値
上記（２）の試算を用いて航空系事業について EBITDAを試算した結果は次のとおりである。
非航空系事業に係る EBITDAについては、公表数値に限りがあるため試算を行っていない。

（単位：百万円）

科 目 合 計
女満別 中標津 紋別 奥尻 利尻 礼文

EBITDA
(航空系事業) ▲１，１２５ ▲266 ▲242 ▲269 ▲95 ▲248 ▲5

※ EBITDA ： Earnings Before Interest,Tax,Depreciation and Amortization （利払前税引前償却前営業利益）
１年間の営業を通じて得られるキャッシュフロー（実質的な利益水準)を表す指標であり、投資家等が企業分

析をする際に良く使われる。（以上、国交省資料から関係分を抜粋）

※ 試算に当たり、道では国管理空港の算出手法を参考に EBITDA ≒経常損益＋支払利息＋減価償却費

－(国庫補助金収入+地方債償還時交付税収入+航空機燃料譲与税+一般財源受入)として数値を求めた。


